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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　携帯電話のためのアンテナであって、
　金属携帯電話ケースと、回路基板と、励振シートと、誘電体フィラーとを含み、
　前記金属携帯電話ケースに、第１のスロット及び前記第１のスロットと交わる第２のス
ロットが設けられ、前記回路基板は、隙間ゾーン及び前記隙間ゾーンに延びている寄生分
岐を有し、前記金属携帯電話ケース内に配置され、前記励振シートは、前記回路基板と前
記金属携帯電話ケースとの間に配置され、前記第１のスロットの幅方向に前記第１のスロ
ットを渡り、前記誘電体フィラーは、前記励振シートと前記金属携帯電話ケースとの間に
配置され、前記第１のスロット及び前記第２のスロットを充填するように構成されること
を特徴とする携帯電話のためのアンテナ。
【請求項２】
　前記第１のスロットが、前記金属携帯電話ケースの横方向に延び、前記金属携帯電話ケ
ースの下部に位置し、前記第２のスロットが、前記金属携帯電話ケースの長手方向に延び
、前記第１のスロットと交わる上側端部を画定する請求項１に記載の携帯電話のためのア
ンテナ。
【請求項３】
　前記金属携帯電話ケースに、前記金属携帯電話ケースの長手方向に延びる溝が設けられ
、前記第１のスロットと交わる上側端部を画定し、前記溝が、前記金属携帯電話ケースの
長手方向の中心線に対して前記第２のスロットと対称であり、前記誘電体フィラーで充填
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される請求項１から２のいずれかに記載の携帯電話のためのアンテナ。
【請求項４】
　前記第１のスロットが、１ｍｍ～３ｍｍの幅及び６０ｍｍ～７０ｍｍの長さを有し、前
記第２のスロットが、１ｍｍ～３ｍｍの幅及び８ｍｍ～１６ｍｍの長さを有する請求項２
に記載の携帯電話のためのアンテナ。
【請求項５】
　前記励振シートが、水平分岐と垂直分岐とを含み、前記水平分岐が、前記金属携帯電話
ケースの横方向に延び、前記第１のスロットの下に位置し、前記垂直分岐が、前記金属携
帯電話ケースの長手方向に延び、前記水平分岐の第１の端部と接続された下側端部及び給
電信号アクセスポイントが設けられた上側端部を画定し、前記第１のスロットの前記幅方
向における前記第１のスロットを渡る請求項１から３のいずれかに記載の携帯電話のため
のアンテナ。
【請求項６】
　前記水平分岐が、１５ｍｍ～２１ｍｍの長さ及び１ｍｍ～３ｍｍの幅を有し、前記垂直
分岐が、７ｍｍ～１３ｍｍの長さ及び５ｍｍ～９ｍｍの幅を有する請求項５に記載の携帯
電話のためのアンテナ。
【請求項７】
　前記誘電体フィラーが、隔離部と、第１のスロット充填部と、第２のスロット充填部と
、及び溝充填部とを含み、
　前記隔離部が、前記金属携帯電話ケースと前記励振シートとの間に配置され、前記第１
のスロット充填部が、前記隔離部に配置され、前記第１のスロットを充填するように構成
され、前記第２のスロット充填部が、前記隔離部に配置され、前記第２のスロットを充填
するように構成され、前記溝充填部が、前記隔離部に配置され、前記溝を充填するように
構成される請求項３に記載の携帯電話のためのアンテナ。
【請求項８】
　前記励振シートと前記金属携帯電話ケースの内部表面との間の距離が、０．５ｍｍ～１
ｍｍの範囲であり、前記回路基板と前記金属携帯電話ケースの内部表面との距離が、２ｍ
ｍ～４ｍｍの範囲である請求項１から７のいずれかに記載の携帯電話のためのアンテナ。
【請求項９】
　前記回路基板が、絶縁層と複数の導電層とを含み、前記隙間ゾーンは、前記絶縁層の部
分的な領域における前記導電層を除くことで形成される請求項１から８のいずれかに記載
の携帯電話のためのアンテナ。
【請求項１０】
　前記寄生分岐が、Ｌ字型を有するよう構成される請求項１から９のいずれかに記載の携
帯電話のためのアンテナ。
【請求項１１】
　前記回路基板の２つの長手方向のエッジに、それぞれ、前記金属携帯電話ケースに当接
する２つのアースラグが設けられている請求項１から７のいずれかに記載の携帯電話のた
めのアンテナ。
【請求項１２】
　請求項１から１１のいずれかに記載の携帯電話のためのアンテナを含むことを特徴とす
る携帯電話。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願の相互参照
　本願は、その開示内容の全体を参照によって援用する、２０１４年１１月２８日に中華
人民共和国国家知識産権局に出願の中国特許出願第２０１４１０７０９０５０．７号に対
する優先権及び利益を主張するものである。
【０００２】
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　本開示は、通信装置、より詳細には、携帯電話のためのアンテナ及びそれを有する携帯
電話に関する。
【背景技術】
【０００３】
　従来、携帯電話のためのアンテナは、ケース、誘電体基板、及びマイクロストリップ給
電部の通信部に位置される第１のスロット及び第２のスロットからなる。前記第１のスロ
ットを用いて、第１の周波数帯域幅シグナルを放射し、前記第２のスロットを用いて、前
記第１の周波数帯域幅シグナルよりも周波数が高い第２の周波数帯域幅シグナルを放射し
、前記誘電体基板は、前記第１のスロット及び前記第２のスロットをカバーし、前記マイ
クロストリップ給電部を用いて、前記第１のスロット及び前記第２のスロットの放射を励
振する。
【０００４】
　周波数シグナルは、スロットのみによって放射され、周波数シグナルは、制限された帯
域幅を有し、２つのギャップは、個別に２つの共振を生成し、２つの異なる周波数帯域幅
シグナルを放射するが、４Ｇ時代における超広帯域幅通信技術の必要要件を満たすことが
できない。更に、スロットは、携帯電話周波数通信における音波透過孔として用いられる
ことができないため、携帯電話の外観に影響を及ぼすだけではなく、簡単に塵が入ってし
まう。
【発明の概要】
【０００５】
　本開示の実施形態は、関連技術に存在する問題の少なくとも１つを少なくともある程度
にまで解決することを図る。これについては、本開示は、２Ｇ、３Ｇ、４Ｇ通信を満たす
ワイドな広帯域幅、すっきりとした素晴らしい外観、及び良好な防塵性能といった複数の
利点を有する携帯電話のためのアンテナを提供する。
【０００６】
　本開示は、前記携帯電話のためのアンテナを含む携帯電話を更に提供する。
【０００７】
　上記の目的を達成するために、本開示の第１の態様の実施形態によれば、携帯電話のた
めのアンテナが提供され、前記携帯電話のためのアンテナは、金属携帯電話ケースと、回
路基板と、励振シートと、誘電体フィラーとを含み、前記金属携帯電話ケースに、第１の
スロット及び前記第１のスロットと交わる第２のスロットが設けられ、前記回路基板は、
隙間ゾーン及び前記隙間ゾーンに延びている寄生分岐を有し、前記金属携帯電話ケース内
に配置され、前記励振シートは、前記回路基板と前記金属携帯電話ケースとの間に配置さ
れ、前記第１のスロットの幅方向に前記第１のスロットを渡り、前記誘電体フィラーは、
前記励振シートと前記金属携帯電話ケースとの間に配置され、前記第１のスロット及び前
記第２のスロットを充填するように構成される。
【０００８】
　本開示の実施形態に係る携帯電話のためのアンテナは、２Ｇ、３Ｇ、４Ｇ通信を満たす
ワイドな広帯域幅、すっきりとした素晴らしい外観、及び良好な防塵性能といった複数の
利点を有する。
【０００９】
　また、本開示の実施形態に係る携帯電話のためのアンテナは、下記の追加の技術的特徴
を更に有することができる。
【００１０】
　実施形態においては、前記第１のスロットは、前記金属携帯電話ケースの横方向に延び
、前記金属携帯電話ケースの下部に位置し、前記第２のスロットは、前記金属携帯電話ケ
ースの長手方向に延び、前記第１のスロットと交わる上側端部を画定する。
【００１１】
　実施形態においては、前記金属携帯電話ケースに、前記金属携帯電話の前記長手方向に
延びる溝が設けられ、前記第１のスロットと交わる上側端部を画定し、前記溝は、前記金
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属携帯電話ケースの長手方向の中心線に対して前記第２のスロットと対称であり、前記誘
電体フィラーで充填される。
【００１２】
　幾つかの実施形態においては、前記第１のスロットは、約１ｍｍ～約３ｍｍの幅及び約
６０ｍｍ～約７０ｍｍの長さを有する。
【００１３】
　幾つかの実施形態においては、前記第２のスロットは、約１ｍｍ～約３ｍｍの幅及び約
８ｍｍ～約１６ｍｍの長さを有する。
【００１４】
　幾つかの実施形態においては、前記溝は、約１ｍｍ～約３ｍｍの幅、８～１６ｍｍの長
さ、及び約０．１ｍｍ～約０．３ｍｍの深さを有する。
【００１５】
　実施形態においては、前記励振シートは、水平分岐と垂直分岐とを含み、前記水平分岐
は、前記金属携帯電話ケースの前記横方向に延び、前記第１のスロットの下に位置し、前
記垂直分岐は、前記金属携帯電話ケースの前記長手方向に延び、前記水平分岐の第１の端
部と接続された下側端部及び給電信号アクセスポイントが設けられた上側端部を画定し、
前記第１のスロットの前記幅方向における前記第１のスロットを渡る。
【００１６】
　幾つかの実施形態においては、前記水平分岐は、約１５ｍｍ～約２１ｍｍの長さ及び約
１ｍｍ～約３ｍｍの幅を有し、前記垂直分岐は、約７ｍｍ～約１３ｍｍの長さ及び約５ｍ
ｍ～約９ｍｍの幅を有する。
【００１７】
　実施形態においては、前記誘電体フィラーは、隔離部と、第１のスロット充填部と、第
２のスロット充填部と、及び溝充填部とを含み、前記隔離部は、前記金属携帯電話ケース
と前記励振シートとの間に配置され、前記第１のスロット充填部は、前記隔離部に配置さ
れ、前記第１のスロットを充填するように構成され、前記第２のスロット充填部は、前記
隔離部に配置され、前記第２のスロットを充填するように構成され、前記溝充填部は、前
記隔離部に配置され、前記溝を充填するように構成される。
【００１８】
　幾つかの実施形態においては、前記励振シートと前記金属携帯電話ケースの内部表面と
の間の距離は、約０．５ｍｍ～約１ｍｍの範囲である。
【００１９】
　実施形態においては、前記誘電体フィラーは、３未満の比誘電率を有する。
【００２０】
　実施形態においては、前記回路基板と前記金属携帯電話ケースの内部表面との距離は、
約２ｍｍ～約４ｍｍの範囲である。
【００２１】
　実施形態においては、前記回路基板は、絶縁層と複数の導電層とを含み、前記隙間ゾー
ンは、前記絶縁層の部分的な領域における前記導電層を除くことで形成される。
【００２２】
　実施形態においては、前記隙間ゾーンは、前記回路基板の下側端部に位置する。
【００２３】
　幾つかの実施形態においては、前記回路基板は、約１１５ｍｍ～約１２７ｍｍの長さ及
び約５８ｍｍ～約６６ｍｍの幅を有し、前記隙間ゾーンは、約５８ｍｍ～約６６ｍｍの長
さ及び約５ｍｍ～約９ｍｍの幅を有する。
【００２４】
　実施形態においては、前記寄生分岐は、Ｌ字型を有するよう構成される。
【００２５】
　実施形態においては、前記回路基板の２つの長手方向のエッジに、それぞれ、前記金属
携帯電話ケースに当接する２つのアースラグが設けられている。
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【００２６】
　本開示の第２の態様の実施形態によれば、携帯電話が提供され、前記携帯電話は、本開
示の第１の態様の実施形態に係る携帯電話のためのアンテナを含む。
【００２７】
　本開示の実施形態に係る携帯電話は、良好なアンテナの性能、すっきりとして素晴らし
い外観、及び良好な防塵性能といった複数の利点を有する。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
　本開示の実施形態のこれら及びその他の態様及び利点は、図面を参照してなされた下記
記載から明らかとなり、より容易に理解されるであろう。
【００２９】
【図１】図１は、本開示の実施形態に係る携帯電話のためのアンテナの金属携帯電話ケー
スの概略図である。
【００３０】
【図２】図２は、本開示の実施形態に係る携帯電話のためのアンテナの金属携帯電話ケー
ス及び回路基板の概略図である。
【００３１】
【図３】図３は、回路基板が示されていない、本開示の実施形態に係る携帯電話のための
アンテナの概略図である。
【００３２】
【図４】図４は、本開示の実施形態に係る携帯電話のためのアンテナの金属携帯電話ケー
ス及び励振シートの概略図である。
【００３３】
【図５】図５は、本開示の実施形態に係る携帯電話のためのアンテナの誘電体フィラーの
概略図である。
【００３４】
【図６】図６は、本開示の実施形態に係る携帯電話のためのアンテナの回路基板の概略図
である。
【００３５】
【図７】図７は、本開示の実施形態に係る携帯電話のためのアンテナの周波数帯域及び効
率の概略図である。
【００３６】
参照番号
　金属携帯電話ケース１０、第１のスロット１１、第２のスロット１２、溝１３、回路基
板２０、隙間ゾーン２１、寄生分岐２２、アースラグ２３、励振シート３０、水平分岐３
１、垂直分岐３２、給電信号アクセスポイント３３、誘電体フィラー４０、隔離部４１、
第１のスロット充填部４２、第２のスロット充填部４３、溝充填部４４
【発明を実施するための形態】
【００３７】
　参照は、本開示の実施形態に詳細になされる。図面を参照して本明細書中に記載された
実施形態は、説明的であり、図解的であるが、一般的には、本開示を理解するために使用
される。実施形態は、本開示を制限するために解釈されないものとする。同じ又は類似の
エレメント及び同じ又は類似の機能を有するエレメントは、記載中で参照番号のように示
される。
【００３８】
　本開示の具体的な実施形態に係る携帯電話のためのアンテナは、図面を参照し下記に記
載される。本明細書中における上部及び下部方向は、携帯電話が一般的に用いられる上部
及び下部方向を指し、本明細書中に内側及び外側方向は、携帯電話が一般的に用いられる
内側及び外側方向を指し、金属携帯電話ケース１０の横方向は、図１の矢印Ａで表され、
前記金属携帯電話ケース１０の長手方向は、図１の矢印Ｂで表される。
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【００３９】
　図１～図７で表されるように、本開示の実施形態に係る携帯電話のためのアンテナは、
金属携帯電話ケース１０、回路基板（ＰＣＢ）２０、励振シート３０、及び誘電体フィラ
ー４０を含む。
【００４０】
　前記金属携帯電話ケース１０に、第１のスロット１１及び前記第１のスロット１１と交
わる第２のスロット１２が設けられる。前記回路基板２０は、隙間ゾーン２１及び前記隙
間ゾーン２１に延びている寄生分岐２２を有し、前記金属携帯電話ケース１０内に配置さ
れている。前記励振シート３０は、前記回路基板２０と前記金属携帯電話ケース１０との
間、且つ前記第１のスロット１１の幅方向を渡って配置される。当業者であれば、前記第
１のスロット１１の前記幅方向が前記第１のスロット１１の短いエッジの延伸方向を指す
ことを理解するであろう。前記誘電体フィラー４０は、前記励振シート３０と前記金属携
帯電話ケース１０との間に配置され、前記第１のスロット１０及び前記第２のスロット１
２を満たす。
【００４１】
　本開示の幾つかの実施形態によれば、携帯電話のためのアンテナは、放射面として、前
記金属携帯電話ケース１０を使用し、それによってアンテナシグナルが遮断されることを
防止でき、アンテナのスペース効率を改善することができる。
【００４２】
　更に、幾つかの実施形態においては、前記金属携帯電話ケース１０に、互いに交わる前
記第１のスロット１１及び前記第２のスロット１２が設けられ、前記回路基板２０に、前
記隙間ゾーン２１及び前記隙間ゾーン２１に延びる前記寄生分岐２２が設けられるので、
前記第１のスロット１１に隣接する前記金属携帯電話ケース１０のエッジは、前記第２の
スロット１２によって、第１の共振分岐Ｌ１及び第２の共振分岐Ｌ２に分けられ、前記第
１の共振分岐Ｌ１は、第１の共振点を生成し、低い周波数帯域（約８２４ＭＨｚ～約９６
０ＭＨｚ）をカバーし、第２の共振点は、前記第２の共振分岐Ｌ２によって生成され、第
３の共振点は、前記回路基板２０の前記寄生分岐２２によって生成され、前記第２の共振
点及び前記第３の共振点は、組合せられて、高周波数帯域幅を拡張し、高い周波数帯域（
約１７１０ＭＨｚ～約２６９０ＭＨｚ）を得る。それによって、本開示によって提供され
る携帯電話のためのアンテナは、広い帯域幅を有する。言い換えれば、前記携帯電話のた
めのアンテナは、単にスロットの放射に依存する、と言うよりは主にスロットの放射及び
形成された共振分岐に依存する。
【００４３】
　更に、幾つかの実施形態においては、前記励振シート３０を配置することで、アンテナ
の性能は、効果的に改善されることができ、前記寄生分岐２２を配置することによって、
アンテナの帯域幅は、拡大され、同時に複数の周波数帯域をカバーすることができる。前
記第１のスロット１１及び前記第２のスロット１２は、集積成型方法で前記誘電体フィラ
ー４０を利用することで充填される。それによって、前記金属携帯電話ケース１０から前
記励振シート３０を分離するだけではなく、同時に携帯電話の外観を良好にし、塵が入り
込むことを防止する。
【００４４】
　図７に示されるように、携帯電話のためのアンテナの周波数帯域及び効率を試験するこ
とで、携帯電話のためのアンテナの性能は、全ての側面において優れることが示されてい
る。
【００４５】
　したがって、本開示の実施形態に係る携帯電話のためのアンテナは、通常のワイヤレス
通信に用いられることができ、８２４ＭＨｚ～９６０ＭＨｚの周波数帯域をカバーし、２
Ｇ、３Ｇ、４Ｇを満たすワイドな広帯域幅、すっきりとした素晴らしい外観、及び良好な
防塵性能といった利点も有する。
【００４６】
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　本開示の具体的な実施形態に係る携帯電話のためのアンテナは、図面を参照して下記に
記載される。
【００４７】
　本開示の幾つかの具体的な実施形態においては、図１～図６に示されるように、本開示
の実施形態に係る携帯電話のためのアンテナは、前記金属携帯電話ケース１０、前記回路
基板２０、前記励振シート３０、及び前記誘電体フィラー４０を含む。
【００４８】
　具体的には、前記回路基板２０と前記金属携帯電話ケース１０の内部表面との間の距離
は、約２ｍｍ～約４ｍｍの範囲であり、前記励振シート３０と前記金属携帯電話ケース１
０の内部表面との間の距離は、約０．５ｍｍ～約１ｍｍの範囲である。１つの例において
は、前記回路基板２０と前記金属携帯電話ケース１０の内部表面との間の距離は、４ｍｍ
であり、前記励振シート３０と前記金属携帯電話ケース１０の内部表面との間の距離は、
０．５ｍｍである。
【００４９】
　本開示の幾つかの具体的な実施形態においては、図１に示されるように、前記第１のス
ロット１１は、前記金属携帯電話ケース１０の前記横方向に延び、前記金属携帯電話ケー
ス１０の下部に位置される。前記第２のスロット１２は、前記金属携帯電話ケース１０の
前記長手方向に延び、前記第１のスロット１１と交わる上側端部を有し、前記第１のスロ
ット１１の幅方向は、前記金属携帯電話ケース１０の前記長手方向である。言い換えれば
、前記第１のスロット１１は、前記金属携帯電話ケース１０の底部のエッジと近接し、前
記金属携帯電話ケース１０の前記横方向に延び、前記第１のスロット１１の２つの端部は
、閉じられている。前記第２のスロット１２は、前記第１のスロット１１に対して垂直で
あり、前記金属携帯電話ケース１０の前記長手方向に延び、第１の端部（その上側端部は
図１に示される）及び第２の端部（その下側端部は図１に示される）を有し、前記第１の
端部は、第１のスロット１１に伝達し、前記第２の端部は、前記金属携帯電話ケース１０
の底部のエッジに延び、開放されている。
【００５０】
　更に、前記金属携帯電話ケース１００に、前記金属携帯電話ケース１０の前記長手方向
に延び、第１のスロットと交わる上側端部を有する溝１３が更に設けられ、前記溝１３は
、前記金属携帯電話ケース１０の長手方向の中心線に対して、前記第２のスロット１２と
対称であり、前記誘電体フィラー４０で充填される。言い換えれば、前記溝１３は、前記
第１のスロット１１に対して垂直であり、前記金属携帯電話ケース１０の前記長手方向に
延び、第１の端部（その上側端部は図１に示される）及び第２の端部（その下側端部は図
１に示される）を有し、前記第１の端部は、前記第１のスロット１１に伝達し、前記第２
の端部は、前記金属携帯電話ケース１０の前記底部のエッジに延び、そこで開放されてい
る。当業者であれば、前記第１のスロット１１及び前記第２のスロット１２は、前記金属
携帯電話ケース１０を通って、前記金属携帯電話ケース１０の厚み方向に貫通し、前記溝
１３が、前記金属携帯電話ケース１０を通って貫通しないことを理解するであろう。前記
金属携帯電話ケース１０に前記溝１３を配置することで、架空の（ｆｉｃｔｉｏｎａｌ）
第３のギャップが、前記溝１３によって形成され、それによって前記金属携帯電話ケース
１０の外観において、前記溝１３は、第２のスロット１２に対して対称であり、素晴らし
い効果をもたらす。
【００５１】
　幾つかの例においては、前記第１のスロット１１は、約１ｍｍ～約３ｍｍの幅及び約６
０ｍｍ～約７０ｍｍの長さを有する。前記第２のスロット１２は、約１ｍｍ～約３ｍｍの
幅及び約８ｍｍ～約１６ｍｍの長さを有する。前記溝１３は、約１ｍｍ～約３ｍｍの幅、
約８ｍｍ～約１６ｍｍの長さ、及び約０．１ｍｍ～約０．３ｍｍの深さを有する。
【００５２】
　１つの例においては、前記第１のスロット１１は、２ｍｍの幅及び６５ｍｍの長さを有
する。前記第２のスロット１２は、２ｍｍの幅及び１２ｍｍの長さを有する。前記溝１３
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は、２ｍｍの幅、１２ｍｍの長さ、及び０．２ｍｍの深さを有する。
【００５３】
　本開示の幾つかの具体的な実施形態においては、図３及び図４に示されるように、前記
励振シート３０は、水平分岐３１及び垂直分岐３２を含む。前記励振シート３０は、前記
金属携帯電話ケース１０の前記横方向に延び、前記第１のスロット１１の下に位置される
。前記垂直分岐３２は、前記金属携帯電話ケース１０の前記長手方向に延び、下側端部及
び上側端部を有し、前記下側端部は、前記水平分岐３１の第１の端部と接続され、前記上
側端部に、給電信号アクセスポイント３３が設けられ、前記第１のスロット１１の前記幅
方向に前記第１のスロット１１を渡る。それによって、前記励振シート３０の励振効果が
確保されることができる。
【００５４】
　前記水平分岐３１は、約１５ｍｍ～約２１ｍｍの長さ及び約１ｍｍ～約３ｍｍの幅を有
する。前記垂直分岐３２は、約７ｍｍ～約１３ｍｍの長さ及び約５～約９ｍｍの幅を有す
る。１つの例においては、前記水平分岐３１は、１８ｍｍの長さ及び２ｍｍの幅を有する
。前記垂直分岐３２は、１０ｍｍの長さ及び７ｍｍの幅を有する。
【００５５】
　当業者であれば、前記水平分岐３１と前記第２のスロット１２との間の位置関係が、実
際の用途及びニーズに応じて設定されることを理解するであろう。前記水平分岐３１が前
記第２のスロット１２を渡る例が図面に記載される。
【００５６】
　本開示の幾つかの具体的な実施形態においては、図５に示されるように、前記誘電体フ
ィラー４０は、隔離部４１、第１のスロット充填部４２、第２のスロット充填部４３、及
び溝充填部４４を含む。前記励振シート３０から前記金属携帯電話ケース１０を隔離する
ために、前記隔離部４１は、前記金属携帯電話ケース１０と前記励振シート３０との間に
配置される。前記第１のスロット充填部４２は、前記隔離部４１に配置され、前記前記第
１のスロット１１を充填するために用いられる。前記第２のスロット充填部４３は、前記
隔離部４１に配置され、前記第２のスロット１２を充填するために用いられる。前記溝充
填部４４は、前記隔離部４１に配置され、前記溝１３を充填するために用いられる。
【００５７】
　前記誘電体フィラー４０の隔離効果を保証するために、前記誘電体フィラー４０は、３
未満の比誘電率を有する。
【００５８】
　本開示の幾つかの具体的な実施形態においては、図６に示されるように、前記回路基板
２０は、絶縁層と複数の導電層とを含む。前記隙間ゾーン２１は、前記絶縁層の部分的な
領域における前記導電層を除くことで形成され、前記回路基板２０の下側端部に位置され
ることができる。前記寄生分岐２２は、前記隙間ゾーン２１内で取り除かれることなく前
記導電層によって形成されることができ、Ｌ字型を有するよう構成されることができる。
【００５９】
　幾つかの例においては、前記回路基板２０は、約１１５ｍｍ～約１２７ｍｍの長さ及び
約５８ｍｍ～約６６ｍｍの幅を有する。前記隙間ゾーン２１は、約５８ｍｍ～約６６ｍｍ
の長さ及び約５ｍｍ～約９ｍｍの幅を有する。１つの例においては、前記回路基板２０は
、１２２ｍｍの長さ及び６２ｍｍの幅を有する。前記隙間ゾーン２１は、６２ｍｍの長さ
及び７ｍｍの幅を有する。
【００６０】
　当業者であれば、前記寄生分岐２２と前記励振シート３０との間の位置関係が、実際の
用途及びニーズに応じて設定されることを理解するであろう。
【００６１】
　任意に、図６に示されるように、前記回路基板２０の各２つの長手方向のエッジに、そ
れぞれ２つのアースラグ２３が設けられ、前記アースラグ２３は、それぞれ、前記金属携
帯電話ケース１０の側壁に当接する。
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【００６２】
　本開示の実施形態に係る携帯電話は、図面を参照して、下記に記載される。本開示の実
施形態に係る携帯電話は、本開示の上記実施形態に係る携帯電話のためのアンテナを含む
。
【００６３】
　本開示の上記実施形態に係る携帯電話のためのアンテナを用いることで、本開示の実施
形態に係る携帯電話は、良好なアンテナの性能、すっきりとして素晴らしい外観、及び良
好な防塵性能といった複数の利点を有する。
【００６４】
　本開示の実施形態に係る携帯電話の他の部品及び操作は、当業者にはよく知られており
、本明細書中では詳述しない。
【００６５】
　本明細書においては、「中心」、「長手方向」、「横方向」、「長さ」、「幅」、「厚
み」、「上」、「下」、「前」、「後」、「左」、「右」、「垂直」、「水平」、「上部
」、「底部」、「内側」、「外側」、「時計回り」、及び「反時計回り」等の用語は、以
下に記載するか又は図面に示す配向を指すものと解釈すべきであることを理解すべきであ
る。これら相対的な用語は、説明の便宜上用いるものであり、本開示が特定の配向で構成
されたり動作したりすることを必要とするものではない。
【００６６】
　更に、「第１」及び「第２」等の用語は、本明細書において説明の目的で使用されるも
のであり、相対的な重要性又は意義を示唆又は意味するものでも、指定の技術的機構の数
を意味するものでもない。このことから、「第１」及び「第２」によって規定される機構
は、１以上のこの機構を含み得る。本開示の説明において、特に指定しない限り、「複数
の」とは、２以上を意味する。
【００６７】
　本開示においては、特段の記載又は制限がない限り、「装着された」、「接続された」
、「結合された」、「固定された」などの用語は、広く用いられ、例えば、固定された接
続、着脱可能な接続、又は一体された接続であることができ；機械的又は電気的接続であ
ることもでき；直接的接続又は介在する構造を介した間接的な接続であることもでき；２
つのエレメントの内部の伝達であることもでき、当業者であれば特定の状況に応じて理解
することができる。
【００６８】
　本開示においては、特段の記載又は制限がない限り、第１の部分が第２の部分の「上」
又は「下」である構造は、前記第１の部分が前記第２の部分と直接接触している実施形態
を含むことができ、前記第１の部分が前記第２の部分と互いに直接接触していないが、そ
の間に形成された追加の部分を介して接触された実施形態を含むこともできる。更に、第
２の部分「上」、「より上」、又は「上部」の第１の部分は、前記第１の部分が前記第２
の部分「上」、「より上」、又は「上部」にまっすぐ又は斜めにある実施形態を含むこと
ができ、単に前記第１の部分が前記第２の部分の高さより高いことを意味し；第２の部分
「下」、「より下」、又は「下部」の第１の部分は、前記第１の部分が前記第２の部分「
下」、「より下」、又は「下部」にまっすぐ又は斜めにある実施形態を含むことができ、
単に前記第１の部分が前記第２の部分の高さより低いことを意味する。
【００６９】
　「実施形態」、「幾つかの実施形態」、「１つの実施形態」、「他の例」、「例」、「
具体的な例」、又は「幾つかの例」など本明細書中の参照は、実施形態又は例に関連して
記載される特定の部分、構造、材料、又は特徴が本開示の少なくとも１つの実施形態又は
例中に含まれることを意味する。したがって、本明細書を通して様々な場所で記載される
「幾つかの実施形態においては」、「１つの実施形態においては」、「実施形態において
は」、「他の実施形態においては」、「例においては」、「具体的な例においては」、又
は「幾つかの例においては」などの表現の出現は、必ずしも本開示の実施形態又は例と同
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以上の実施形態又は例において任意の好適な方法で組合せてもよい。
【００７０】
　説明的な実施形態を示し、記載してきたが、上記実施形態を本開示を限定するように解
釈することはできないこと、及び、実施形態について、本開示の精神、原理、及び範囲か
ら逸脱することなく、変更、代替、及び改変を行うことができることが当業者によって理
解されよう。
【符号の説明】
【００７１】
　１０　　　　金属携帯電話ケース
　１１　　　　第１のスロット
　１２　　　　第２のスロット
　１３　　　　溝
　２０　　　　回路基板
　２１　　　　隙間ゾーン
　２２　　　　寄生分岐
　２３　　　　アースラグ
　３０　　　　励振シート
　３１　　　　水平分岐
　３２　　　　垂直分岐
　３３　　　　給電信号アクセスポイント
　４０　　　　誘電体フィラー
　４１　　　　隔離部
　４２　　　　第１のスロット充填部
　４３　　　　第２のスロット充填部
　４４　　　　溝充填部
　Ｌ１　　　　第１の共振分岐
　Ｌ２　　　　第２の共振分岐
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